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【 よ く あ る ご 質 問 】 

 

Q１. 「業務委託契約等収入があることを示す書類」とはなんですか？ 

⇒A．下記の書類のご提出をお願いいたします。 

（主たる収入を雑所得・給与所得で確定申告した個人事業者等） 

・「対象期間及び比較期間に係る収入が業務委託契約等収入であること」を示す書類の写しをご提出ください。 

・業務委託契約等を複数締結している場合は、事業者が任意に選択した業務委託契約等に関する書類の写しを 

ご提出ください。 

 

＜注意事項＞ 

・主たる収入を雑所得又は給与所得で確定申告した個人事業者等のみ提出してください。 

・以下の書類からいずれか２つをご提出ください。 

①業務委託契約書等の写し 

②以下のうちいずれか１点 

ア.支払調書の写し 

イ.源泉徴収票の写し 

ウ.給与に係る支払明細書(給与明細等)の写し 

エ.業務委託に係る支払明細書の写し(支払者署名のあるものに限る) 

③通帳の写し 

（申請者本人名義の通帳であることが分かる部分、及び報酬が支払われたことが分かる部分） 

※イ.と③ 及びウ.と③の組み合わせによる申請はできません。 

・どの組み合わせでも、同一の業務委託契約等に関するものであることが、契約当事者、支払者などの名称等か

らわかるものに限ります。 

（例：「業務委託契約書等」の発注者と「支払調書の写し」の支払者が同一である） 

   

 

次ページは「本人確認書類について」 
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Q2. 「本人確認書類」についてですが、運転免許証やマイナンバーカ

ード以外どのような書類を提出すればよろしいでしょうか？ 

⇒A. 下記の書類のご提出をお願いいたします。 

下記の書類の（ア）～（カ）のうちいずれか 1 点をご提出してください。 

なお、いずれの書類も申請を行う月において有効なものであり、記載された住所が申請時に登録する住所と同一

のものに限ります。 

 

（ア） マイナンバーカード （表面のみ貼付してください。） ※個人番号カードは不可 

（イ） 運転免許証（両面）  返納している場合は運転経歴証明書で代替可能 

（ウ） 写真付きの住民基本台帳カード（表面のみ） 

（エ） 在留カード、特別永住者証明書、外国人登録証明書（両面） 

（オ） 身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳、療育手帳（本人写真、氏名に加え、生年月日または住所の記

載がある部分） 

(カ) その他の官公署が発行した身分証明書若しくは資格証明書（本人写真、氏名に加え、生年月日または住所

の記載がある部分） 

 

（ア）～（カ）を保有していない場合は下記の（キ）～（コ）のうち 2 点の提出で代替することができます。 

（キ） 住民票の写し 

（ク） パスポート（顔写真の掲載されているページ） 

（ケ） 各種健康保険証（両面） 

（コ） 年金手帳、児童扶養手当証書、特別児童扶養手当証書（本人写真、氏名、生年月日または住所の記載があ

る部分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次ページは「確定申告書類」について 
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Q3. 提出する確定申告書について詳しく教えてください。 

⇒A. 直近１事業年度分の年間収入がわかる下記の書類をご提出く

ださい。 

<中小企業等> 

１） 確定申告書 別表一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確定申告書の対象について： 

・収受日付印が押下されている確定申告書 

・電子申請であり、収受日付印がなく、受信通知が添付されている確定申告書 

（下図のとおり） 

※上記いずれもご用意できない場合、以下の書類を提出することで 

代替が可能です。 

税理士による押印及び署名がなされた、当該事業年度の確定申告で申告した、もし

くは申告予定の月ごとの事業収入を証明できる書類 (様式自由) 
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２） 法人事業概況説明書 （両面 1 枚） 
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<個人事業者等> 

１） 確定申告書 第一表、第二表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

確定申告書の対象について： 

・収受日付印が押下されている確定申告書 

・電子申請であり、収受日付印がなく、受信通知が添付されている確定申告書 

（下図のとおり） 

※上記いずれもご用意できない場合、以下の書類を提出することで 

代替が可能です。 

税理士による押印及び署名がなされた、当該事業年度の確定申告で申告した、もし

くは申告予定の月ごとの事業収入を証明できる書類 (様式自由) 
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２） 青色申告決算書 両面 2 枚 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３） 収支内訳書 両面 1 枚 
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<中小企業者、個人事業者共通> 

・収受日付印（e-Tax により申告した場合は受付日が印字）されていることが 

必要です。 

・e-Tax による申告であって、受付日付が印字されていない場合は別途「受信 

通知（メール詳細）」を添付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次ページは振込先口座について 

 

（例）e-Tax 受信通知 

※画像は発行画面例です。添付書類は印刷 

ボタンを押して印字をお願い致します。 
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Q4. 振込口座の書類について詳しく教えてください。 

⇒A. 下記のいずれかの書類を提出してください。 

＜注意事項＞ 
しっかりと内容が判別できるようスキャン、撮影、印刷をお願い致します。 
※画像が不鮮明な場合、上記項目が１つでも確認できない場合には、振込ができず、 
資料再提出など支援金の給付に時間を要する場合があります。あらかじめご了承ください。 

 

 

１） 通帳の表紙と見開き１ページ 

 

 

 

２） 電子通帳 

 

 

 

 

ご持参、ご郵送の際は書類の確認を十分に行ったうえで申請してください。 

 
【問い合わせ先】 

白井市役所 産業振興課 商工振興係 

<受付時間> 9：00～17：00（土日祝日を除く） 

<電話番号> 047-401-4641 

<F A X> 047-491-3554  

<メールアドレス> syoukou-shinkou@city.shiroi.chiba.jp 
お問い合わせの際は「白井市電力・ガス等価格高騰対策支援金」についての内容とわかるようにお伝え、 

または記載してください。 


